
議案第 18 号  

 

2019 年度さくら市介護保険特別会計予算  

 

2019 年度さくら市の介護保険特別会計の予算は、次に定めるところに

よる。  

（歳入歳出予算）  

第 1 条  歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞ れ 31 億 8,074 万 3 千

円と定める。  

2 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第 1 表  歳

入歳出予算」による。  

（一時借入金）  

第 2 条  地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 235 条の 3 第 2 項の規

定による一時借入金の借入れの最高額は、 5,000 万円と定める。  

（歳出予算の流用）  

第 3 条  地方自治法第 220 条第 2 項ただし書きの規定により歳出予算の

各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め

る。  

（ 1）保険給付費の各項に計上された予算額に過不足を生じた場合におけ

る同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用。  

 

 

 

平成 31 年 2 月 21 日提出  

 

                さくら市長  뤷  塚  隆  志  
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2019年度

さくら市介護保険特別会計
予算に関する説明書
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給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

１　特別職

（単位：千円）

区　分

給　与　費

共済費 合　計職員数
報　酬

　（人） 年間支給率(月分)

本
年
度

長　等

給　料
期末手当 その他

の手当
計

議　員

23,308
その他の

405 23,308
特 別 職

計 405 23,308

23,308

23,308 23,308

前
年
度

長　等

議　員

19,529
その他の

401 19,529
特 別 職

計 401 19,529

19,529

19,529 19,529

比

較

長　等

3,779 3,779計 4 3,779

3,779 3,779
特 別 職

その他の
4 3,779

議　員

-284-



( )

( )

( )

備考　（　　）内は、短時間勤務職員について外書き。

特殊勤務
手当

時間外勤務
手当

宿日直手当

管理職手当 期末手当 勤勉手当

比　較

比　較 0

5,970

6,326

△ 356

4,024

4,188

△ 164

324

15

15

0

扶養手当 通勤手当 住居手当

0

職員手当
区　分

69

比　較

（単位：千円）

区　分

本年度 312

243

324

0

318

318

0

前年度

837
0

1

職員数

　　（人）

本年度

前年度

0

0

２　一般職

（１）総括

備　考合　計共済費
計職員手当

区　分

9,049

8,21227,292

50,950
8

7

給　料

27,538

49,994

956

41,901

41,782

119

寒冷地手当

0

0

3,400

3,400

0

0

0

0

児童手当

246

14,363

14,490

△ 127

本年度 0 0

0

0

0

0

0

0

本年度

前年度

0

0

比　較 0 0

（単位：千円）

の 内 訳

単身赴任
手当

管理職特別
勤務手当

前年度 0 0

区　分 地域手当
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備考　短時間勤務職員以外の職員について作成。

　　イ　初任給

（単位：円）

一般行政職 技能労務職
一般行政職 技能労務職

国の制度
区　分

大学卒 170,100 170,100

短大卒 158,300 158,300

高校卒 148,600 146,000 148,600 146,000

　平均年齢　　　（歳） 43.8

平成30年1月1日現在 　平均給与月額　（円） 342,230

　平均年齢　　　（歳） 36.3

　平均給料月額　（円） 277,203

平成31年1月1日現在 　平均給与月額　（円） 311,345

区　分 一般行政職

（３）給料及び職員手当の状況

　　ア　職員１人当たりの給与

職員異動等

技能労務職

　平均給料月額　（円） 231,331

職　員
手　当

給　料 246

△ 127

△ 265
　その他の
　増減分

138

職員異動等

　期末手当分　　   16
　勤勉手当分 　   122

　給与改定に
　伴う増減分

173

（２）給料及び職員手当の増減額の明細

説　明区　分 備　考
増減額

（千円）

増減事由別内訳

（千円）

73 　給料表の平均改定率0.2％

　その他の
　増減分

　制度改正に
　伴う増減分

　昇給に伴う
　増加分
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( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

備考　（　　）内には、短時間勤務職員について外書き。

　　ウ　級別職員数

計
0 0.0

計
0 0.0

6 100.0 0 0.0

１級
0 0.0

１級
0 0.0

0 0.0 0 0.0

２級
0 0.0

２級
0 0.0

0 0.0 0 0.0

３級
0 0.0

３級
0 0.0

5 83.3 0 0.0

0 0.0

４級
0 0.0

４級
0 0.0

1 16.7 0 0.0
平成30年1月1日現在

７級
0 0.0

0 0.0

６級
0 0.0

0 0.0

５級
0 0.0

計

0

0.0

0 0.0

0

0.0

0.0

0

0 0.0

0 0.0

0

0 0.0

0 0.0

0.0

0 0.00 0.0

0 0.0

１級

２級

級 級
（人） （％）

３級

0.0

0 0.0

7 100.0

0 0.0

3 42.9

0.0

0 0.0

4 57.1

0 0.0

0 0.0

0

（人）

４級

0 0.0

0 0.0

0.0

一般行政職

１級

計

区　分

技能労務職

（％）

職員数 構成比 職員数 構成比

0

0 0.0

0

平成31年1月1日現在

２級

７級

６級

５級

４級

３級
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( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

備考　（　　）内には再任用職員の標準的な支給率を記載。

備　考６月 １２月
支給率計

（月分）

　職制上の段階、
職務の級等に
よる加算措置

1.175 1.175 2.35
有

2.225 2.225 4.45

1.075 1.225 2.30
有

2.125 2.275 4.40

本年度
1.175 1.175 2.35

有
2.225 2.225 4.45

前年度

国の制度

相当の経験を必要とする技能職員の職務

相当の経験を必要とする労務職員の職務

技能職員の職務

労務職員の職務

　　エ　期末手当・勤勉手当

主事補又は技師補の職務

主事又は技師の職務
１級

主任の職務

支給期別支給率

（月分） （月分）

区　分

３級

２級

一般行政職

会計管理者の職務

参事の職務

課長の職務

監査委員事務局長の職務

農業委員会事務局長の職務

施設の長の職務

主査の職務

区　分

７級

６級

５級

４級

特に困難な作業又は経験を必要とする労務職員の職務

室長の職務

主幹の職務

課長補佐の職務 極めて高度の技能又は経験を必要とする技能職員の職務

極めて困難な作業又は経験を必要とする労務職員の職務施設の長の補佐の職務

副主幹の職務

主任保育士の職務

係長の職務

　（級別の標準的な職務内容）

相当の技能又は経験を必要とする技能職員の職務

高度の技能又は経験を必要とする技能職員の職務

困難な作業又は経験を必要とする労務職員の職務

技能労務職

部長の職務

上下水道事務所長の職務

議会事務局長の職務

教育次長の職務

-288-



通勤手当

区　分

扶養手当

住居手当

代表的な特殊勤務手当の名称

同　じ

　　キ　その他の手当

国の制度との異同 差異の内容

同　じ

同　じ

給料総額に対する比率（％） 0.0 0.0 0.0

支給対象職員の比率　（％）
0.0 0.0 0.0

（平成31年1月1日現在）

　　カ　特殊勤務手当

区　分 全職種
代表的な職種

一般行政職 技能労務職

35年勤続の者 最高限度

33.27075

47.709

　　（月分） 　　（月分） 　　（月分）

24.586875

　　オ　定年退職及び応募認定退職にかかる退職手当

国の制度
（支給率等）

区　分

支給率等 応募認定退職特例措置

20年勤続の者

24.586875

47.709

47.709 47.709

　　（月分）

応募認定退職特例措置33.27075

その他の加算措置等
25年勤続の者
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